
「愛されるふるさと　なとり　
～共に創る　未来へつなぐ～」の実現を目指して。

復
興
の
そ
の
先
へ
、地
域
の
皆
様
と
と
も
に
新
た
な

未
来
を
見
据
え
た
ま
ち
づ
く
り
に
取
り
組
み
ま
す
。

　
東
日
本
大
震
災
か
ら
９
年
、
名
取
市
で
は
こ
れ
ま
で
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興

に
継
続
的
に
取
り
組
ん
で
き
ま
し
た
が
、
防
災
集
団
移
転
促
進
事
業
や
復
興
公
営

住
宅
の
整
備
に
加
え
、
春
に
は
土
地
区
画
整
理
事
業
に
よ
る
閖
上
地
区
の
新
た
な

ま
ち
づ
く
り
が
概
ね
完
了
し
、
応
急
仮
設
住
宅
も
全
て
解
消
さ
れ
る
見
込
み
で

す
。
こ
の
よ
う
な
状
況
を
踏
ま
え
、
３
月
末
に
「
復
興
達
成
宣
言
」
を
行
い
、
新

た
な
市
政
へ
の
ス
タ
ー
ト
を
切
る
こ
と
が
で
き
ま
し
た
。

　
令
和
２
年
度
は
、
20
年
先
の
未
来
を
見
据
え
、
昨
年
度
に
策
定
し
た
「
名
取
市

第
六
次
長
期
総
合
計
画
」
を
発
進
さ
せ
る
重
要
な
年
度
と
な
り
ま
す
。
被
災
さ
れ

た
方
々
へ
の
支
援
を
引
き
続
き
行
い
な
が
ら
、
子
育
て
支
援
の
充
実
や
交
流
人
口

の
拡
大
、
新
た
な
ま
ち
づ
く
り
な
ど
、「
愛
さ
れ
る
ふ
る
さ
と　

な
と
り
」
の
創

生
に
向
け
た
予
算
編
成
を
行
い
ま
し
た
の
で
、
そ
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

令和２年度年度予算総額

特集　●令和２年度予算

537億1,766万円
会　計　名 予　算　額 対前年

度比(%）
一 般 会 計

（ う ち 通 常 分 ）
（うち震災関連分）

316億9,500万円
（289億1,751万円）
（27億7,749万円）

100.9　
（105.0）
	（71.7）

特
別
会
計

国民健康保険 62億7,287万円 　95.6　
土 地 取 得 5億1,696万円 362.9	
休日夜間
急患センター 1億6,461万円 98.1　

介 護 保 険 52億7,653万円 103.6　
後期高齢者
医療 7億5,364万円 104.5　

復興区画整理 5,746万円 5.7　
宅 地 造 成 1億3,750万円 皆増　

企
業
会
計

水 道 事 業 29億6,948万円 87.7　
下水道事業等 58億7,361万円 102.5　
合 計 537億1,766万円 99.1　

※万円未満は、端数処理しています。
※対前年度比などは、小数点第二位以下を四捨五入しています。

【
概
要
】

　
令
和
２
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算

は
、３
１
６
億
９
，５
０
０
万
円
と
な
り

ま
し
た
。

　
「
歳
入
」に
つ
い
て
、市
税
で
は
過
去

最
大
の
規
模
を
８
年
連
続
で
更
新
し
、

前
年
度
比
１・
７
％
の
増
と
な
る
１
１

５
億
６
，９
８
７
万
円
を
見
込
ん
だ
と

こ
ろ
で
す
が
、地
方
交
付
税
は
前
年
度

比
で
30・
９
％
の
減
と
な
る
28
億
３
，２

６
０
万
円
と
な
り
、基
金
の
繰
入
を
除

く
一
般
財
源
全
体
で
は
前
年
度
比
１
・

９
％
減
と
な
る
１
８
５
億
４
，７
９
８

万
円
と
な
り
ま
し
た
。財
源
不
足
を
解

消
す
る
た
め
、財
政
調
整
基
金
か
ら
繰

り
入
れ
た
額
は
16
億
２
，８
０
０
万
円

と
な
り
ま
す
。

　
「
歳
出
」に
つ
い
て
は
、復
旧・復
興
事

業
が
終
息
へ
と
向
か
っ
て
お
り
、震
災

関
連
事
業
費
が
前
年
度
比
28
・
３
％
の

減
と
な
る
27
億
７
，７
４
９
万
円
と
な
っ

た
も
の
の
、高
齢
化
の
進
展
や
幼
児
教

育
の
無
償
化
に
伴
い
、扶
助
費
が
前
年

度
比
９・
０
％
の
増
と
な
る
な
ど
、依
然

と
し
て
社
会
保
障
費
の
増
加
に
歯
止
め

が
か
か
ら
な
い
状
況
が
続
い
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
情
勢
の
中
、市
民
生
活
に

必
要
不
可
欠
な
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
確
保

し
つ
つ
、「
第
六
次
長
期
総
合
計
画
」の

初
年
度
と
し
て
将
来
を
見
据
え
た
各
種

施
策
を
盛
り
込
ん
だ
こ
と
で
、一
般
会

計
全
体
と
し
て
は
前
年
度
比
０・
９
％

の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　
防
災
対
策
や
子
育
て
支
援
の
充
実
、

道
路
等
都
市
基
盤
、生
活
基
盤
の
整
備
、

交
流
人
口
の
拡
大
に
向
け
た
取
組
な
ど
、

い
ず
れ
の
施
策
も
持
続
可
能
な
市
政
運

営
を
念
頭
に
予
算
の
重
点
化
に
努
め
、

精
査
し
た
も
の
で
す
。

【
主
な
事
業
】

「
震
災
復
興
伝
承
館
の
管
理・運
営
」

　
新
た
に
震
災
の
記
憶
と
教
訓
を
後
世

に
伝
承
す
る「
名
取
市
震
災
復
興
伝
承

館
」を
開
館
し
、震
災
の
記
憶
の
風
化
を

防
止
す
る
と
と
も
に
、防
災
意
識
の
更

な
る
醸
成
を
図
り
ま
す
。

「
サ
イ
ク
ル
ス
ポ
ー
ツ
セ
ン
タ
ー
の

管
理・運
営
」

　
天
然
温
泉
な
ど
、新
た
な
魅
力
を
備

え
た「
名
取
市
サ
イ
ク
ル
ス
ポ
ー
ツ
セ

ン
タ
ー
」を
本
年
秋
に
開
業
し
、交
流
人

口
の
更
な
る
拡
大
を
図
り
ま
す
。

「
歴
史
民
俗
資
料
館
の
管
理・運
営
」

　
新
た
に
歴
史
民
俗
資
料
館
を
開
館
し
、

郷
土
の
歴
史
資
料
の
保
存
や
活
用
を
行

う
こ
と
で
、郷
土
の
魅
力
を
次
世
代
に

継
承
す
る
た
め
の
取
組
を
進
め
ま
す
。

「
愛
島
台
地
区
造
成
事
業

（
宅
地
造
成
事
業
特
別
会
計
）」

　
愛
島
台
地
区
の
未
利
用
市
有
地
に
つ

い
て
、工
業
団
地
や
住
宅
地
と
し
て
利

用
で
き
る
よ
う
、土
地
の
造
成
に
向
け

た
調
査
設
計
に
着
手
し
ま
す
。

「
被
災
者
生
活
支
援
事
業
」

　
被
災
さ
れ
た
方
に
対
す
る
見
守
り
や

心
の
ケ
ア
、コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
再
生
な
ど

の
支
援
を
引
き
続
き
行
い
ま
す
。

「
復
興
あ
り
が
と
う
ホ
ス
ト
タ
ウ
ン
事
業
」

　
震
災
後
、支
援
を
い
た
だ
い
た
カ
ナ

ダ
の
皆
さ
ん
に
感
謝
を
伝
え
る
た
め
、

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
・
パ
ラ
リ
ン
ピ
ッ

ク
に
出
場
す
る
カ
ナ
ダ
自
転
車
競
技
選

手
団
の
応
援
や
各
種
交
流
事
業
を
行
い

ま
す
。
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震災関連事業通常事業 市税

一般会計当初予算と市税の推移

特集　●令和２度予算

《用語の説明》
■	一般会計と特別会計
　税などにより運営する市町村の基本的な会計を一般会計、保険料などにより運営する一般会計から独立した会計
を特別会計、特別会計のうち水道事業など公営企業にかかるものを企業会計といいます。
■	地方交付税
　国税のうち所得税、法人税、酒税、消費税のそれぞれ一定割合の額および地方法人税の全額で、一定の基準により国
から交付される税です。その使い道は国からの制限を受けません。普通交付税と特別交付税の種類があります。また、
震災後、震災による特別な行政需要がある場合には、震災復興特別交付税として通常分とは別枠で交付される仕組み
ができました。
■		一般財源と特定財源
　市税や地方交付税など、使途を限定されずに市が自由に使えるお金を一般財源といいます。一方、国庫支出金や市
債など、特定の目的のために歳入されるお金を特定財源といいます。

■問い合わせ■財政課財政係　☎724－7155

一般会計歳入・歳出の内訳　316億9500万円

市　税
115億6,987万円

(36.5%)
市民の皆さんに

納めていただく税金
歳 入 歳 出地方交付税

28億3,261万円（8.9%）	
市の財源不足額に対して
国から交付されるお金

国県支出金
67億3,202万円
(21.2%)	

特定の事業に対して	
国・県から交付
されるお金

繰入金
35億4,496万円
（11.2%）

積立金や特別会計
からの繰入金

諸収入など
47億34万円
(14.9%)

市　債
23億1,520万円(7.3%)
建設事業のための
借入金など

民生費
114億3,706万円

(36.1%)
子どもやお年寄り、
障がい者などに

商工費
12億9,307万円(4.1%)
商工業の発展や
観光振興などに

土木費
46億1,666万円
(14.6%)
道路・公園の
整備などに

教育費
39億864万円
(12.3%)
小・中学校や
図書館・公民館
などに

衛生費
20億2,181万円(6.4%)

市民の健康や
ごみ処理などに

総務費など
52億8,632万円
(16.6%)

公債費
31億3,144万円

(9.9%)
借入金の返済に
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特集　●令和２年度予算

●こどもファンド事業	 195万円
　名取市の未来を担う子ども達が提
案・実施する自主的な活動を支援す
ることで、将来のまちづくりを担う
人材の育成を行います。

●復興ありがとうホストタウン事業
2,563万円

　震災後、支援をいただいたカナダ
の皆さんに感謝を伝えるため、東京
オリンピック・パラリンピックに出
場するカナダ自転車競技選手団の応
援や各種交流事業に取り組みます。

●仙台せり新規就農支援事業
100万円

　新たに仙台せりの生産を開始する
方に対し、事業開始時の初期費用の
補助を行うことで、新規就農、新規生
産を促進します。

●里山環境整備地域活性化支援事業
30万円

　木材の利用促進と森林伐採による
森林の更新を図るため、名取市産の
木材を使用した里山の環境整備に向
けた取り組みを支援します

●観光パンフレット制作事業
660万円

　現行の観光パンフレットの内容を
刷新し、日本語版に加え、英語、中国
語、台湾語、韓国語、タイ語の５か国
版の制作を行うことで、インバウン
ドの受け入れ体制を強化します。

●愛島台地区造成事業
1億3,700万円（宅地造成事業特別会計）
　愛島台地区の未利用市有地につい
て、工業団地や住宅用地としての利
活用を図るため、新たに造成工事を
行うための調査設計に着手します。

●サイクルスポーツセンターの管理・運営
　	 1億1,573万円
　天然温泉など、新たな魅力を備え
たサイクルスポーツセンターを本年
秋に開業し、交流人口のさらなる拡
大を図ります。

●地域商業施設等復旧整備事業
2,500万円

　新たなまちづくりの進ちょくに伴
い、閖上地区で事業を再建する被災
事業者に対し、設備費などの費用の
一部を補助することで生業の復興を
促進します。

産業振興・就労分野

●確かな学力向上推進事業	
653万円

　学校教育指導専門員を配置し、学
校教育を取り巻く様々な環境変化に
応じた対応を進めるほか、市内全校
のタブレット端末導入に向けて取り
組みます。

●子どもの心のケアハウス運営事業
1,382万円

　不登校傾向にある児童・生徒への
初期対応や自立支援を学校等関係機
関と連携して行うため、引き続き「子
どもの心のケアハウス」の運営を通
じた取り組みを進めます。

●歴史民俗資料館の管理・運営
1,700万円

　4月下旬にオープンする歴史民俗
資料館を拠点に、郷土の歴史資料や
その魅力を次世代へと継承していく
ための取り組みを進めます。

教育・文化・スポーツ分野

地域経営・行財政運営分野

●五社山自然散策路整備事業
880万円

　身近な自然に気軽に親しむことが
できる環境づくりとして、五社山自
然散策路の整備に向けた調査・設計
を行います。

●総合交通体系調査検討事業
1,411万円

　現行の「なとりん号」を含め、より
利便性の高い公共交通体系の構築に
向け、地域のニーズの把握などの調
査・研究を行います。

●街路整備事業	 4,700万円
　令和3年5月の市街化区域編入を
目指し、準備が進められている「増田
西土地区画整理事業」の骨格道路と
なる(仮称)大手町川上線及び(仮称)
館腰駅箱塚線の整備に向けた調査設
計に着手します。

●下増田地区防災集団移転事業跡地
　整備事業	 6億9,931万円
　北釜地区の防災集団移転跡地につ
いて、今後、企業誘致等、利活用の促
進を図るため、土地の造成工事に着
手します。

●墓地公園の管理・運営	1,564万円
　昨年8月に被災者向けの墓地とし
て一部供用を開始している小塚原地
区の墓地公園について、新たに一般
の方を対象に加え、本年7月から本
格的な供用を開始します。

生活環境・都市基盤分野
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令和２年度　名取市の主要政策

●被災者支援システム構築事業
2,805万円

　災害発生時や災害発生が予測され
る際、被災者に対する支援体制（避難
所管理、安否確認、り災証明事務など）
の整備を迅速かつ円滑に行うため、
被災者支援システムの構築を行いま
す。

●災害被災者追悼事業	 700万円
　東日本大震災の発災から10年の
節目を迎えるにあたり、震災で亡くな
られた方々に哀悼の意を表するため、
東日本大震災追悼式を開催します。

●震災復興伝承館の管理・運営
830万円

　震災の記憶と教訓を後世に伝承す
る施設として「震災復興伝承館」を開
館し、震災の記憶の風化を防止する
とともに、防災意識のさらなる醸成
を図ります。

●防災ラジオ導入事業	 770万円
　防災行政無線の緊急放送があると
自動的に電源が入る防災ラジオを引
き続き市内の世帯や企業を対象に
1,000円で提供します。

●防災マニュアル整備事業	
1,000万円

　河川氾濫時の浸水区域や、津波発
生時の到達区域などのハザードマッ
プなどを掲載した市民防災マニュア
ルを発行し、全戸配布を行います。

●閖上東地区事業用地かさ上げ等
　助成事業	 5,070万円
　閖上東地区の復興土地区画整理事
業区域内で事業を再開する事業者等
に対し、事業用地のかさ上げなどに
要する費用を助成することで、浸水
被害の軽減を図ります。

●震災関連健康増進事業	 199万円
　震災で被災された方々への支援と
して、復興公営住宅などに入居する
方々に対する健康相談、メンタル相
談を行います。

●予防接種事業（成人風しん対策）
1,676万円

　令和３年度までの集中的な対応と
して、これまで風しんの予防接種を
受けたことがなかった一定年齢の成
人男性を対象とする抗体検査やワク
チン接種を行います。

●子ども医療対策事業
4億	3,339万円

　中学３年生までの子どもの医療費
の一部負担金を引き続き助成するこ
とにより、子どもたちの適正な医療
機会の確保と子育て家庭における経
済的負担の軽減を図ります。

●不妊治療助成事業	 1,245万円
　出産を希望する夫婦への支援とし
て、女性向け特定不妊治療費助成及
び男性向け不妊治療費助成を行いま
す。

●がん患者支援事業	 212万円
　がん患者の就労や社会参加を促進
するため、すでに取組を行っている
医療用ウィッグ購入助成事業」に加
え、新たに「骨髄バンクドナー助成事
業」と「定期予防接種再接種助成事業」
を行います。

●子育て支援拠点施設管理運営事業
1,753万円

　市内大型商業施設の子育て支援拠
点施設「cocoI’ll（ここいる）」で交流
事業、相談事業、イベント開催などに
取り組むことで、子育て世代を支援
します。

●私立認可保育所等運営事業
25億3,922万円

　私立認可保育所、認定こども園、幼
稚園、地域型保育事業に対して給付
費を措置するとともに、延長保育や
一時預かりなどに対する取り組みを
支援します。

●被災者生活支援事業
　（コミュニティ支援、見守り事業）

1億1,918万円
　年々高齢化が進行している被災者
の方々の見守りや、コミュニティ支
援を継続し、高齢世帯の孤立化を防
止します。

安全・安心分野

保健・福祉・医療分野

特集　●令和２年度予算

13 令和 2 年 4. 1 /  広報なとり


